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新年度を迎えた東京都内の公立小学校約50校で教員の配置が定数に満たず、欠員が生じていることが分かった。追加採用する教員の候補者が多い東京都で年度初めに欠員が出るのは異例。都は補充のため期限付きで任用する教員の確保を急ぐ。

都のように2022年度も教員不足が深刻な地域があることから、文部科学省は21日までに教員免許を持たない社会人の積極的な採用を検討するよう都道府県教育委員会などに通知した。

都教育庁によると、欠員があったのは全公立小1274校の約4%にあたる50校程度。23区の各教育委員会によると、15日時点で16区の小学校48校で計49人の欠員があった。各校では担任不在を避けるため、加配されている教員を担任に充てるなどしている。

入学した児童が見込みより多く、教員が足りなくなるケースはよくあるが、例年おおむね1週間程度で補充できた。20、21年度は年度当初の欠員はなかったが、22年度は確保が難航している。大阪市と名古屋市では始業時点で市立小の教員の欠員は無い。

都教育庁は「期限付き任用教員の候補者へ連絡しても、既に別の仕事に就いていることが多い」（選考課）と説明。現場からは「補充があるまで算数の少人数指導ができない」といった声がある。都は教員免許を持つ人に募集への応募を呼びかけている。

教員の欠員は各地で課題となっている。21年度の始業時点では全国の公立学校で配置予定だった教員のうち計2558人が欠員となった。小学校は全体の4.9%に当たる937校、中学は同7.0%の649校、高校は同4.8%の169校で不足した。

文科省は21年5月、専門知識を持つ社会人らを採用する「特別免許状制度」の指針を改訂。博士号やコンクールの実績などをもとに、教員免許がない社会人を迎え入れやすくしている。同省は20日に同制度を活用するよう通知を出して求めた。



